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趣旨
８月の木曜会合においてNISTEPから科学技術指標２０２２を報告した際に、「博士人材

のキャリア」に関する関心が示された。追加的な調査分析を整理した結果を報告する。
問題意識：
• 博士人材のキャリアの多様化（特に産業界）を進めるべきではないか。博士人材のキャ
リアに関する動向を把握した上で、企業の博士採用のインセンティブ、博士進学のイン
センティブ、卒業後の処遇や満足度に関する現状を示す。

• その上で、産業毎・分野毎のマッチングの状況、博士人材の能力の仮視化（トランス
ファラブルスキル）の取組等を紹介し、議論に供する。
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構成
• 博士人材のキャリアに関する現状

• 博士採用の企業のインセンティブ
採用動機、求められる人物像など

• 博士進学の学生のインセンティブ
処遇、やりがい等

• 博士人材のマッチングと能力の仮視化
専門分野間のマッチング
トランスファラブルスキル等

• 博士人材の活躍事例
ベンチャー、公務員博士採用等

• 関係府省の取組の現状

• 本日ご議論いただきたい論点
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博士号取得者と就職先の国際比較
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提供：経済産業省



研究者のおかれた状況 -各国比較-

教育機関数・研究者数 英国 米国 豪州 韓国 （参考）日本

大学数 162校
（2016年）

3004校
（2015年）

43校
（2015年）

1184校
（2017年）

782校
（2018年）

博士号取得者数
（2015年） 23,345人 82,994人 3479人 13,077人 15,024人

人口100万人当たり
の博士号取得者数 約353人 約272人 約370人 約276人 約118人

研究者数（FTE値）
（2016年）

（うち、高等教育機
関に属する研究者

数）

288,922人
（167,519人）

1,372,090人
（－）

－
（69,287人）

356,447人
（40,758人）

662,566人
（138,095人）

博士号取得者の進路

研究者に対する民間企業の意識

大学数は日本に比較し約4倍、博士号取得者も約3倍

日本と比較し、大学数は非常に少なく、博士号取得者数も少ない

日本と比較し、大学数・博士号取得者数ともに同程度である

博士号取得者の進路としては、ポスドクとして大学・研究機関等に
就職する割合が最も多いが、行政機関・非営利団体・企業等と想
定される「その他」が多く、多様化が進んでいることがうかがえる

博士号取得者のうち、高等教育機関に就職している者、民間企業
に就職している者がそれぞれ約4割である

博士取得者のうち約8割が民間企業に就職し、博士号取得者の多
くが民間に就職している

博士号取得者のうち、高等教育機関に就職する割合が非常に高い

博士課程修了者の平均年収は、高等教育機関在籍者6万ドル（約680万円）、民間企業在籍者10万ドル（約1,130万円）、行政機関
在籍者8万5,000ドル（約960万円）で、全体の平均年収5万6,000ドル（約630万円）程度に比べ高い傾向にある（※2）

博士号取得者の平均年収（約9万ドル）は、豪州の全体の平均年収（約5万ドル）より高く博士号取得者に対する市場価値が高いと

想定される（※3）

上場企業のうち売上が大きい企業の役員における博士号取得者は10％を超え、平均年収も大学院卒は高く設定されるなど、社会

の博士人材に対する評価は高いことが想定されるが、若年層全体の失業率が高いことで、博士人材の就職難も懸念されている（※1）

大学数は日本と比較し、非常に少ないが、博士号取得者は約1.5倍

博士号取得者の民間企業への採用が進む一方、「扱いづらい」「仕事が遅く質問が多い」といった意見も存在している（※1）

出典（※1）ライアン優子. 2016 イギリスの大学の博士課程におけるキャリア開発支援と研究者育成トレーニング. 静岡大学国際交流センター紀要, 第10号 （※2）National Science Foundation. Employment sector of doctorate recipients with definite postgraduation commitments for employment in the United States,  by broad 
field of study: Selected years, 1997–2017.（2017）.  （※3）Paul X. McCarthy and Dr. Maaike Wienk. 2019. “Who are the top PhD employers?”. （※4）渡辺雄一. 韓国の中間層 -- 階層分化と取り巻く経済・社会環境（特集イメージと実態の中間層）. 日本貿易振興機構アジア経済研究所. 2012-09, no. 204, p. 6-7

概要

体系化・可視化

育成

分
析

高等教育機関, 58%

民間企業, 38% 公的機関, 3%

その他, 1%

※高等教育機関に所属する者にはポスドクを含む

出典: 博士号取得者の進路OECD Science, Technology and Industry Scoreboard 2017

ポスドク, 21%

高等教育機関, 15%

民間企業, 11% その他, 41%

進路未定, 12%
※ポスドクとは研究に関する追加の教育とトレーニングを行うための有期の役職を指す
（所属は高等教育機関、政府、非営利組織を問わない）
出典: 博士号取得者の進路: NSF, Postgraduation commitments of doctorate recipients

高等教育機関, 42%

民間企業, 37%

その他, 14%

進路未定, …
出典:  Graduate Careers Australia （2015）“Postgraduate Destinations Report 2015”

高等教育機関, 12%

民間企業, 80%

公的機関, 7%

その他, 1%
出典:  OECD Science, Technology and Industry Scoreboard 2017

提供：文部科学省出典：有限責任監査法人トーマツ（2020年3月）「海外の研究者育成における研究者としての職能開発に関する調査研究」 5



ドイツにおける博士人材キャリア
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主要国の高等教育レベルにおける教員の年齢階層構造の分析から、ドイツでは大学の若手教員が多く、
約半数が40歳以下の教員であり、その割合も過去10年間で増加している。本調査研究では、ドイツの高等
教育機関の教員について、統計調査を用いた多角的な分析、ドイツにおける博士人材のキャリアパス等に
ついての文献調査、有識者への聞き取り調査を通じて、ドイツは若手教員が多く、その数を維持できてい
るのは何故かを、日本との比較を通して検証した。
調査の結果、ドイツの特徴として、

①博士課程学生や日本で言うポスドクに該当する者が大学教員（期限付きの学術助手・芸術助手）として
雇用され、教員としてカウントされていること、
②ドイツ全体での博士号保持者の約 7 割が企業等に在籍しており、大学以外でのキャリアが開けているこ
と、
③教授になるには資格取得が必要であり、教授以外の大学教員はほぼ有期雇用であること。また、有期雇
用の教員には一定期間の雇用期限があること、が明らかとなった。
ドイツでは、上記の①から③が全て成り立つことで、若手教員数が多く、その数も維持できていると考

えられる。

「ドイツの高等教育機関における教員:日本はドイツに学べるか」要旨
神田由美子、伊神正貫 NISTEP DISCUSSION PAPER No.168 2019年

連邦制をとるドイツでは、公的研究資金の財源は連邦政府と州政府である。最大の資金配分機関はドイツ
研究振興協会（DFG）である。ドイツの大学は州の所管であり、学費は基本的に無料である。また、アカデ
ミックキャリアについてみると、伝統的に大学教授資格が存在することと、俸給規定が存在することも特徴
的である。
伝統的にはディプローム、マギスターと呼ばれる修士相当の学位修得が行われていたが、欧州教育圏構築

を目指す 1999 年のボローニャ・プロセスによって、通常 3 年最長 4 年の標準学修期間の学士、通常 1-2 年の
標準学修期間の修士に分かれている。博士は，学位請求論文と口頭試問に合格をもって授与される。博士の
取得は通常 3-5 年とされ、特定の教授の下で研究を進める伝統的な方法と、プログラムとして指導を受ける方
法があり、割合では前者が 3/4 と多い。

「諸外国の若手研究者の処遇の状況及び関連施策等に関する調査」（抜粋）
株式会社 三菱総合研究所 2021年

下線は内閣府において付記



博士号取得者の発明生産性は高い
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※一人当たり

※一人当たり

注：所属部門については統制されている

博士は企業に入った直後から高い発明生産性を示し、その高い生産性は長期にわた
り上昇する傾向にあることから、博士は研究者として企業に大きく貢献しているといえ
る。

提供：経済産業省



各国企業における博士号取得者の割合と管理職で活躍状況比較

8提供：経済産業省



日米企業の経営者（CEO）の最終学歴

9提供：経済産業省



企業が求める博士人材像

 部門別に見ると、総じて、自社産業分野との親和性が高い分野の専門性を有する人材が最も求められている。
 他方で、博士課程修了者に対しては、専門性のみならず、あらゆる能力・資質についても学士・修士を上回る期
待がされており、過剰な期待を寄せてしまっている可能性がある。

今後の企業（部署）で採用したいと思う博士人材像について尋ねたところ、回答者の所属部門を問わず、最も求められる人材像とし
て「自社産業分野との親和性が高い分野の専門性を有する人材」 が挙げられ、次いで「高度な研究活動により培われた課題設定・
解決力を有する人材」、「最先端の分析手法や実験手法、プログラミング、AI等の計算科学等の技術スキルを有する人材」となった。

 また、民間企業を対象に、学生に求める能力・資質に関して学歴別に質問したところ、「責任感・社会性」以外の項目で、学士号取
得者、修士号取得者、博士課程修了者に対して、学歴が上がるとともに期待される能力の程度が上がる傾向があった。

1.37

1.51

1.32

0.55

0.66

0.52

1.08

0.83

1.16

0.00 0.50 1.00 1.50 2.00

全体(n=320)

人事部門(n=82)

研究開発部門(n=238)

自社産業分野との親和性が高い分野の専門性を有する人材
最先端の分析手法や実験手法、プログラミング、AI等の計算科学等の技術スキルを有する人材
高度な研究活動により培われた課題設定・解決力を有する人材

※人事部門は企業全体の状況を回答

※集計は選択肢ごとに加重平均（1位2ポイント、2位1ポイント、3位0ポイント）で算出。
出典：経済産業省,企業における博士人材の活用及びリカレント教育のあり方に関するアンケート調査(2020)

企業が求める博士人材像（部門別）

10

学生に求める能力・資質の重視度

※文部科学省「平成19年度民間企業の研究活動に関する調査報告」より科学技術・学術政策研究所が作
成。
924社より回答。
出典：科学技術・学術政策研究所「民間企業における博士の採用と活用」（2014年12月）

提供：経済産業省



研究開発者として博士課程修了者を採用しない理由

企業と博士課程修了者との間のマッチングが課題

4.8%

27.7%

7.1%

5.3%

4.6%

19.2%

5.7%

23.6%

52.6%

8.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

自社の研究開発に有益な特定分野に関する
専門的な知識が不足しているから

特定分野の専門的知識を持っていても
自社ですぐには活用できないから

特定の専門分野以外では研究を推進できないから

研究開発以外の点で有益でないから

博士課程修了者の能力について知らないから

企業の研究開発の規模が小さい、もしくは縮小するから

企業の業績が不調だから

企業内外（大学院含む）での教育・訓練によって社内の研究開発者の
能力を高める方が、博士課程修了者を採用するよりも効果的だから

自社と博士課程修了者のマッチングがうまくいかなかったため
（応募が無い、必要とする専門分野の博士課程修了者が見つからない、など）

その他

回答企業割合

出典：科学技術・学術政策研究所，「民間企業の研究活動に関する調査報告2021」，
NISTEP REPORT No.193, 2022年6月を元に内閣府が修正
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企業・博士人材・大学があげる博士人材の弱みの比較

12出典：令和３年度産業技術調査事業（産業界における博士人材の活躍実態調査）調査報告書 提供：経済産業省



博士課程在学中に提供されていたプログラムとその効果
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出典：令和３年度産業技術調査事業（産業界における博士人材の活躍実態調査）調査報告書を元に内閣府が加工・修正

対話の場や共同研究など企業が連携するプログラムの評価が高い



博士卒社会人の出身分野は多岐にわたるが、業務で重要とされる分野と概ね整合的な分布。
一方、博士卒社会人の多くが、情報分野を、将来の事業展開・成長に重要な分野と考えている一方で、情報分野
出身の博士卒社会人の割合は比較的少ない。（学部卒社会人においても同様の傾向。）

博士卒社会人の出身分野・業務で重要な分野・成長に重要な分野（2021年度）
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（博士卒） （参考：学部卒）

（出典：内閣府「産業界と教育機関の人材の質的・量的需給マッチング状況調査（令和３年度）」）

回答者数：46,837

回答者数：44,922

回答者数：36,799

回答者数：1,281

回答者数:1,280

回答者数:1,097



技術系社会人の学びと業務との関連度、やりがい、年収レベルの関係（2021年度）
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技術系職種の博士卒社会人は、高専・学部卒、修士卒社会人と比べ、学びと業務の関連度・年収レベルが比較
的高い。
また、業務のやりがいについても高い傾向。

学
び
と
業
務
の
関
連
度

年
収
レ
ベ
ル

■ 高専、学部：ｎ=10,518 ■ 修士：ｎ=3,490 ■ 博士：ｎ=468

（出典：内閣府「産業界と教育機関の人材の質的・量的需給マッチング状況調査（令和３年度）」）

(職種×最終学歴) (職種×最終学歴)

業務のやりがい 業務のやりがい



技術系・事務系職種の博士卒社会人の業務のやりがい、年収レベル（2021年度）
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（出典：内閣府「産業界と教育機関の人材の質的・量的需給マッチング状況調査（令和３年度）」）

 少数ながらも、研究職だけでなく、他の職種でも、業務のやりがいや年収レベルが比較的高い博士卒社会人が
存在する。

年
収
レ
ベ
ル

業務のやりがい

回答者数：44,414

最終学歴×職種別（博士卒のみハイライト）

年
収
レ
ベ
ル

学びと業務の関連
度

回答者数：44,414

最終学歴×職種別（博士卒のみハイライト）



研究者に必要な資質能力・技能等を可視化・体系化する取組
Transferable Skill（英国の事例）
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 “Transferable skills are skills learned in one context (for example research) that are 
useful in another (for example future employment whether that is in research, business 
etc)

(European Science Foundation, Research Careers in Europe Landscape and Horizons 2009)
 イギリスはこれをもとにReseacher Development Frameworkを作成(Vitae 2011)

出典：山内、中川 2012 「イギリスの大学におけるTransferable Skills Trainingの取り組み～
日本の科学技術関係人材育成への示唆～」（科学技術コミュニケ―ション第12号）

出典：Vitae RDFより訳



日本の民間企業の研究開発プロジェクトの目的別の割合
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各企業の主要業種において2019年度に実施した研究プロジェクトの目的別の割合について、5
つの階級を設定し、最も当てはまる階級を尋ねた。図では、回答の全体的な傾向を見るため
に、各階級の中位値をとって計算した平均値を示した。

提供：科学技術・学術政策研究所，「民間企業の研究活動に関する調査報告2020」，NISTEP REPORT No.191, 2021年6月．

41.9%

38.5%

33.8%

29.7%

22.1%

19.4%

15.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

既存の製品・サービスの機能や性能の向上

顧客ニーズへの対応

新製品・新サービスの創出

市場シェアの維持・拡大

生産コストの削減

主として国内を対象とした新市場の開拓

国外を含む新市場の開拓

研究開発プロジェクトの目的別の割合（平均値）

日本企業の研究開発プロジェクトでは、既存の製品サービスの機能や性能の
向上を目的したものが相対的に多く、新市場の開拓を目指したものが相対的に
少ない傾向にある。



人的資本経営の推進
• 人材を「資本」として捉え、その価値を最大限に引き出すことで、中
長期的な企業価値向上につなげる「人的資本経営」が必要。

• これは、「経営戦略と連動した人材戦略をどう実践するか」と「情報
をどう可視化し、投資家に伝えていくか」の両輪。
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持続的な企業価値の向上に向けた人的資本経営

人的資本の情報開示
（国内外で様々な基準）

経営戦略と連動した
人材戦略の実践

具体的にどのように情報を可視化し、
投資家に伝えていけばいいのか

具体的にどのように実践し、
企業価値向上につなげればよいのか

経産省 人材版伊藤レポート２．０

【一部概要】 「博士人材等の専門人材の積極的な採用」を進める上で有効な工夫
●工夫１：研究開発部門にとらわれない博士人材の登用
●工夫２：研究内容・自社事業に基づく、入念なミッションのすり合わせ
●工夫３：高度な専門性を踏まえた魅力的な報酬テーブルの設定
●工夫４：産学連携による博士人材の活用

提供：経済産業省



博士人材の活躍事例：スタートアップ起業家
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Beyond Next Ventures 「博士卒を活かしてスタートアップ起業家という選択」（2020.04.27
https://beyondnextventures.com/jp/insight/doctor-entreprenuer を元に内閣府が要約（詳しくは 資料1-2 p14 経産省提供資料）

氏名 出身 キャリア 起業内容

岡島 礼奈氏 東大大学院
天文学専攻
博士（天文学）

外資系証券銀行⇒
新興国コンサルティ
ング⇒起業

宇宙ベンチャー「ALE」で
人工流れ星の研究開発

関水 康伸氏 東大大学院
生物科学専攻
博士（理学）

経営コンサル⇒起業 体内の「知覚拡張セン
サ」 による健康状態セ
ンシングを技術で
「PROVIGATE」を設立

寺田 真介氏 東大大学院
情報学専攻
博士（情報学）

大手電機メーカー、
東大客員研究員⇒
起業

建物内の空間情報の検索
を可能にするサービス
「Pathee」を提供

高橋 祥子氏 東大大学院
生命科学専攻
博士（分子生物学）

博士課程在学中に起
業

遺伝子解析サービス
「ジーンクエスト」を起
業
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スタートアップエコシステムにおけるネットワーク

• 下図は東京とニューヨークにおけるスタートアップと投資アクター(VCや金融機関)の繋がりを
示す。

• 東京は国内大手銀行や金融機関などの非専門的機関の割合が高く、従来型産業への投資
と同じような割合となっている。

出典：ワールドバンクグループ東京開発ラーニングセンター（TDLC）について
「東京のスタートアップエコシステム」



博士課程修了者の採用について
文部科学省職員（総合職）における採用状況

博士課程修了者の活用促進について

キャリアパス(文部科学省独自)
⇒ 職員の適性や希望に配慮しつつ、博士の持つ能力を最大限に活かした柔軟な人事に向けて環境を整備

○博士ならではの能力・専門性を活かした人事配置、キャリアパス構築
○人事評価を踏まえた昇任・昇格に係る期間の短縮
○博士号取得者の見える化（名刺等への博士号の明記） 等

政府では、『博士課程学生の処遇向上と活躍のキャリアパス拡大』を政府文書に規定。
国家公務員における博士人材の活用促進に向けた取組を実施。

博士課程修了者を積極的に採用。 ○令和５年度内定者のうち、
３５名中５名が博士課程修了者

⇒採用者数に占める割合は増加傾向

初任給見直し (各府省共通)
⇒ 初任給を引上げ、大卒or修士課程修了の入省者と差別化

○ 現行よりも＋３号俸～４号俸（4,000～ 4,400円） 等

＜各年度の総合職採用者数（事務系・技術系）に占める博士課程修了者数＞

0.00%

10.00%

20.00%

0

25

50

H
16

H
17

H
18

H
19

H
20

H
21

H
22

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

H
28

H
29

H
30

H
31 R2 R3 R4 R5

総合職採用者数（左）

総合職採用者数に占める博
士課程修了者の割合（右）

14.3%

22



関係府省による取組
＜産業界における博士人材の活用促進＞
• 人的資本経営の推進【経産省】
• 研究開発税制の延長及び拡充（高度研究人材の活用等）【経産省、文科省等】
• 若手研究者によるスタートアップ課題解決支援事業【経産省】

＜博士課程学生の支援＞
• 特別研究員事業【文科省】
• 次世代研究者挑戦的研究プログラム【文科省】
• 大学フェローシップ創設事業【文科省】
• ジョブ型研究インターンシップ【文科省】
• 創発的研究支援事業（博士課程学生等へのRA支援充実）など【文科省】

＜エビデンスの充実＞
• 産業界における博士人材の処遇向上に関する調査【経産省】
• 民間企業の研究活動に関する調査、全国イノベーション、博士人材追跡調査、修士課程在籍者を起
点とした追跡調査【文科省（NISTEP）】

＜博士号取得者の公務員としての活躍促進＞
• 博士修了者の公務員採用・活躍促進等【文科省、各府省】
• 博士号の見える化（名刺、座席表等）【文科省、経産省等】
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本日ご議論いただきたい論点
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【現状と課題】
• 日本の博士取得者のキャリアの多様化は、産業構造（スタートアップの育成、新市場開拓へ
の取組など）や、雇用慣行（ジョブ型雇用への転換など）、経営戦略（人的資本の経営な
ど）の変革とも密接に関連する。

• 大学院における人材育成においても、専門能力だけでなく産業界との連携によるプログラム
開発や能力の仮視化が求められている。

• 産業界のニーズとアカデミアにおける人材育成のシーズとの間のマッチングが課題であり、
関係府省において産業界における博士課程学生の活用促進、博士学生の支援等の取組が進ん
でいる。

【本日ご議論いただきたい論点】
• 博士人材の活躍に向けて、産学官の各セクターにおける意識の違いを埋めるにはどのように
すべきか、各セクターにどのように行動変容を促していくか。

• 関係府省の取組を踏まえ、今後の施策の実施、将来的な政策の展開に向け、考慮すべき点は
何か。

• 統合イノベーション戦略、次期基本計画等の国レベル戦略の検討に向けた政策課題は何か。



(参考）自民党 科学技術・イノベーション戦略調査会 提言
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